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(57)【要約】
　溶接システムが溶接電力を生成し、その溶接電力を溶
接トーチに送達するように構成される電力源を含む。電
力は、周期的なピークと、それに続く安定化段階と、そ
の後のバックグラウンドレベルへの復帰とを含む電極マ
イナスパルス溶接方式に従って与えられる。安定化段階
は概ね放物線状の電流形状を有し、移行点まで電流閉ル
ープのように実行され、その移行点において、制御は、
バックグラウンドレベルに達するまで電圧閉ループにな
る。結果として生じる溶接性能は、移行モードが球状に
なり、短絡が低減され、アーク安定性が向上することに
よって改善される。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　溶接システムであって、
　溶接電力を生成し、該溶接電力を溶接トーチに送達するように構成される電力源であっ
て、前記溶接トーチは前記電力源のマイナス出力端子に結合される電力源と、
　メタルコアード電極を前記溶接トーチの中に或る前進速度で前進させるように構成され
る溶接ワイヤー送給装置と、
　電圧閉ループピーク段階と、該ピーク段階に続く概ね放物線状の電流閉ループ安定化段
階と、該安定化段階に続く電圧閉ループ復帰段階とを含む電極マイナスパルス溶接方式を
実施するように構成される制御回路とを備える溶接システム。
【請求項２】
　前記安定化段階は単位時間の二乗あたりの電流の関係によって規定される電流の下方ラ
ンプを含む請求項１に記載の溶接システム。
【請求項３】
　前記復帰段階は電圧に関する比例のみの利得を含む請求項１に記載の溶接システム。
【請求項４】
　前記ピーク段階の立ち上がりエッジは所定の移行点への線形電流閉ループランプを含む
請求項１に記載の溶接システム。
【請求項５】
　前記ピーク段階中の前記溶接電力の電圧コマンドは１８ｖ～２８ｖである請求項１に記
載の溶接システム。
【請求項６】
　前記安定化段階と前記復帰段階との間の移行は２５Ａ～３２５Ａにプログラム可能であ
る請求項１に記載の溶接システム。
【請求項７】
　前記安定化段階と前記復帰段階との間の移行は５０Ａより大きくプログラム可能である
請求項６に記載の溶接システム。
【請求項８】
　前記安定化段階と前記復帰段階との間の移行は１００Ａより大きくプログラム可能であ
る請求項８に記載の溶接システム。
【請求項９】
　前記パルス溶接方式は、前記電極から溶融溜まりへの溶融金属の概ね球状の移行部を生
成する請求項１に記載の溶接システム。
【請求項１０】
　溶接方法であって、
　所望のピーク移行への線形電流閉ループ制御ランプを生成することと、
　ピーク段階中に溶接電力を電圧閉ループ調整することと、
　安定化段階中に所望の復帰移行への非線形電流閉ループランプを生成することと、
　バックグラウンド電力レベルへの電圧閉ループ復帰を生成することとを含み、
　前記ステップは、電極マイナス極性による溶接動作を通して周期的に実行される溶接方
法。
【請求項１１】
　前記安定化段階は単位時間の二乗あたりの電流の関係によって規定される電流の下方ラ
ンプを含む請求項１０に記載の方法。
【請求項１２】
　前記復帰段階は電圧に関する比例のみの利得を含む請求項１０に記載の方法。
【請求項１３】
　前記方法はメタルコアード溶接ワイヤー電極を用いて実行される請求項１０に記載の方
法。
【請求項１４】
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　前記ピーク段階中の前記溶接電力の電圧コマンドは１８ｖ～２８ｖである請求項１０に
記載の方法。
【請求項１５】
　前記安定化段階と前記復帰段階との間の移行は２５Ａ～３２５Ａにプログラム可能であ
る請求項１０に記載の方法。
【請求項１６】
　前記パルス溶接方式は、前記電極から溶融溜まりへの溶融金属の概ね球状の移行部を生
成する請求項１０に記載の方法。
【請求項１７】
　コンピュータ実行可能コードが記憶された非一時的コンピュータ可読媒体であって、
　前記コードは、
　所望のピーク移行への線形電流閉ループ制御ランプを生成するための命令と、
　ピーク段階中に溶接電力を電圧閉ループ調整するための命令と、
　安定化段階中に所望の復帰移行への非線形電流閉ループランプを生成するための命令と
、
　バックグラウンド電力レベルへの電圧閉ループ復帰を生成するための命令とを含み、
　前記ステップは、電極マイナス極性による溶接動作を通して周期的に実行される、コン
ピュータ実行可能コードが記憶された非一時的コンピュータ可読媒体。
【請求項１８】
　前記安定化段階は単位時間の二乗あたりの電流の関係によって規定される電流の下方ラ
ンプを含む請求項１７に記載の非一時的コンピュータ可読媒体。
【請求項１９】
　前記復帰段階は電圧に関する比例のみの利得を含む請求項１７に記載の非一時的コンピ
ュータ可読媒体。
【請求項２０】
　前記方法はメタルコアード溶接ワイヤー電極を用いて実行される請求項１７に記載の非
一時的コンピュータ可読媒体。
【請求項２１】
　前記ピーク段階中の前記溶接電力の電圧コマンドは１８ｖ～２８ｖである請求項１７に
記載の非一時的コンピュータ可読媒体。
【請求項２２】
　前記安定化段階と前記復帰段階との間の移行は２５Ａ～３２５Ａにプログラム可能であ
る請求項１７に記載の非一時的コンピュータ可読媒体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は包括的には溶接プロセスに関し、より詳細には、パルス式スプレーガスメタル
アーク溶接（ＧＭＡＷ－Ｐ：pulsed spray gas metal arc welding）プロセスにおいて電
極移行を制御する方法及びシステムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　溶接は、種々の業界において普及してきたプロセスであり、数多くの金属建築及び組立
の応用形態を促進するために用いられる場合がある。例えば、ガスメタルアーク溶接（Ｇ
ＭＡＷ）として一般的に知られている１つのプロセスは、連続した溶加材電極と加工物と
の間で溶接アークを用いる最も普及している特殊溶接プロセスである。スプレー移行及び
パルス式スプレー移行（例えば、ＧＭＡＷ－Ｐ）のような、或る特定のＧＭＡＷ派生プロ
セス又は移行モードは、溶接アークをわたって相対的に薄い金属加工物上に金属電極材料
の溶滴を移行させるために、相対的に高い電圧レベル、高い電流値レベル、高いワイヤー
送給速度（ＷＦＳ）を含むことができる。残念なことに、電極マイナス極性溶接アークを
用いるとき、金属電極は、溶接アークをわたって材料を移行させにくい場合がある。
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【０００３】
　したがって、数多くの応用形態において、パルス式電極マイナス溶接方式を利用するの
が好都合ではあるが、従来の技法は、溶接部にあまりにも大きなエネルギーを加えること
になり、橋絡による短絡及び一貫性のない金属移行、一定しないアーク長を引き起こし、
結果として、望ましくないスパッターが生じる場合がある。溶接性能を改善しながら、そ
のような波形を利用できるようにする本分野における改善は、当該技術分野における向上
と言えるであろう。
【発明の概要】
【０００４】
　一実施形態では、溶接システムは［初期検討後に完成することになる］を備える。
【０００５】
　本発明のこれらの、そして他の特徴、態様及び利点は、添付の図面を参照しながら以下
の詳細な説明を読むときに更に深く理解されるようになる。なお、図面全体を通して、類
似の文字は類似の部品を表す。
【図面の簡単な説明】
【０００６】
【図１】本開示による例示的なＧＭＡＷシステムのブロック図である。
【図２】改善されたパルス溶接プロセスにおいて直流電極マイナス（ＤＣＥＮ）極性を用
いる、図１のＧＭＡＷシステムの溶接電極の例示的な立面図である。
【図３】パルス溶接プロセスのピーク段階中の材料移行を示す、図２に示される電極の例
示的な立面図である。
【図４】パルス溶接プロセス電圧波形及び電流波形の例示的なタイミング図である。
【図５】パルス式溶接プロセスの或る特定の段階を詳細に表すグラフである。
【発明を実施するための形態】
【０００７】
　溶接プロセスは、種々の業界において普及してきたプロセスであり、金属建築及び組立
の応用形態を促進するために用いられる場合がある。ＧＭＡＷは、連続した溶加材電極と
加工物との間で溶接アークを用いる最も普及している特殊溶接プロセスである。スプレー
移行及びパルス式スプレー移行（ＧＭＡＷ－Ｐ）のような、或る特定のＧＭＡＷ派生プロ
セス又は移行モードは、溶接アークをわたって金属電極材料の溶滴を移行させ、相対的に
薄い金属加工物上で溶接作業を行うために、相対的に高い電圧レベル、高い電流値レベル
、高いワイヤー送給速度（ＷＦＳ）を含むことができる。残念なことに、電極マイナス極
性溶接アークを用いるとき、金属電極は、溶接アークをわたって材料を移行させにくい場
合がある。
【０００８】
　したがって、本実施形態は、ＤＣＥＮパルス式溶接アークをわたる金属電極の移行、及
びアーク安定性を改善するために、電圧出力レベル及び電流出力レベルのうちの１つ又は
複数の特性を調整する際に有用なシステム及び方法に関連する。具体的には、パルス溶接
方式における各ピークパルスの立ち下がりエッジ移行を小さくすることにより、ピーク段
階とバックグラウンド段階との間に「安定化段階」が生じ、それにより、取り除く必要が
ある「激しい短絡」による変化を回避又は低減しながら、電流閉ループ出力において、堆
積物が沈降するのに十分な時間及び遅い反応を可能にする。先行技法では、ピーク段階後
の積極的な電流制御が、急速な電圧変化、アーク不安定、スパッター及び頻繁な短絡を引
き起こす傾向があった。パルス周波数、バックグラウンド周期及びパルス幅のような電圧
出力レベル及び電流出力レベルの他の特性を調整して、アーク制御を改善することもでき
る。本明細書において用いられるときに、「安定化段階」は、電圧（及び電流）がバック
グラウンドレベルに復帰する段階に移行する前の、パルス溶接方式のピーク段階後の電流
（及び電圧）の制御を指す場合がある。安定化段階は通常、ＤＣ電極マイナスパルス溶接
技法とともに用いられ、溶接電力出力における放物線状の電流閉ループ下り勾配によって
特徴付けることができる。安定化段階は、従来のパルス溶接方式の場合より高いプログラ
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ム電流において終了することができる。その後、安定化段階後の「バックグラウンドへの
復帰」段階では、電圧閉ループ制御のために、比例のみの利得が用いられる。しかしなが
ら、本明細書において記述される技法はスプレー移行及びパルス式スプレー移行ＧＭＡＷ
プロセスに限定されるのではなく、他のＧＭＡＷプロセスにも拡張できることは理解され
たい。実際には、以下に論じられるように、スプレータイプ移行よりも、安定化段階は、
特にＥＮ極性とともに用いられるときに、溶融溜まりへの溶加材のより球状の移行を促進
する傾向がある。
【０００９】
　上記のことを考慮に入れて、図１に示される例示的なＧＭＡＷシステム１０のような溶
接システムの一実施形態を説明するのが有用であり得る。図示されるシステムは、自動化
又は半自動化（例えば、ロボット式）溶接システムにとって一般的であり得るが、図示さ
れる構成は数多くの方法において変更することができ、それらの技法は、ハンドヘルド溶
接プロセスにおいて用いることもできる。図示されるように、溶接システム１０は、溶接
電力源１２と、溶接ワイヤー送給装置１４と、ガス供給システム１６と、溶接トーチ１８
とを含むことができる。溶接電力源１２は、溶接システム１０のための溶接電力を一般に
供給することができる。例えば、電力源１２は、電力ケーブル２０を介して溶接ワイヤー
送給装置１４に結合することができ、リードケーブル２２を介して、例えばクランプ２６
を通して加工物２４に結合することができる。図示される実施形態では、溶接ワイヤー送
給装置１４は、例えば、溶接システム１０の動作中に溶接トーチ１８にメタルコアード溶
接電極及び電力を供給するために、溶接ケーブル２８を介して溶接トーチ１８に結合され
る。幾つかの構成では、ワイヤー送給装置は電力源に組み込まれる場合がある。ガス供給
システム１６からのガスも通常、溶接ケーブル２８を通して送られる。加工物に関して、
本技法は相対的に薄いゲージ亜鉛メッキ（又は被覆）鋼を含む加工物に特に適し得ると考
えられるが、他の材料及び材料サイズも開示されるように溶接することができる。さらに
、トーチ、加工物又はその両方の手動による移動、より一般的にはロボットによる移動に
よって、少なくとも３０ｉｎ／ｍｉｎの移動速度のような、種々の移動速度に対応するこ
とができるが、他の速度も利用することができる。
【００１０】
　溶接電力源１２は更に、一般的に電力変換回路（個別に図示せず）を含むこともでき、
電力変換回路は電力源３０（例えば、ＡＣ送電網、エンジン／発電機セット、又はその組
み合わせ）から入力電力を受け取り、入力電力を調整し、溶接のためのＤＣ出力電力又は
ＡＣ出力電力を与える。また、溶接電力源１２は、溶接電力出力を与えるための出力端子
も含み、これらの端子は、プラス極性、マイナス極性いずれかの溶接方式に従って接続で
きるようになる場合がある。具体的には、溶接電力源１２は、溶接ワイヤー送給装置１４
に電力を供給し、溶接システム１０の要求に応じて、更に延長して溶接トーチ１８に電力
を供給することができる。本開示によって検討される特定の実施形態では、溶接トーチ１
８は、ＥＮ溶接方式、特に、パルス溶接方式を実施するために、電源及びワイヤー送給装
置に結合することができる。すなわち、電力源１２は、ＤＣＥＮ出力を与える際に有用な
場合があり、その場合、電流は完成した回路を通ってマイナス方向からプラス方向に流れ
、それにより、溶接アーク及び／又は溶接プロセスに影響を及ぼす。ＤＣＥＮ出力に加え
て、電力源１２は、１つ又は複数の溶接プロセスを実行するために、ＡＣ入力電力を、直
流電極プラス（ＤＣＥＰ）出力、ＤＣ可変極性、パルスＤＣ又は可変バランス（例えば、
平衡又は不平衡）ＡＣ出力に変換することができる回路素子（例えば、変圧器、整流器、
スイッチ等）を含むこともできる。
【００１１】
　ＧＭＡＷ実施形態の場合、溶接システム１０は、１つ又は複数のシールドガス源から溶
接トーチ１８にシールドガス又はシールドガス混合物を供給するガス供給システム１６も
含む。シールドガスは、特定の局所的雰囲気を与えるために（例えば、溶接アークをシー
ルドする、アーク安定性を改善する、金属酸化物の形成を制限する、金属表面のぬれを改
善する、溶着物の化学的特性を変更する等のために）、溶接アーク及び／又は溶接池に与
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えることができる任意のガス又はガス混合物とすることができる。例えば、シールドガス
は、アルゴン（Ａｒ）、ヘリウム（Ｈｅ）、二酸化炭素（ＣＯ2）、酸素（Ｏ2）及び窒素
（Ｎ2）のうちの１つ又はその混合物を含むことができる。
【００１２】
　したがって、上記で言及されたように、溶接トーチ１８は一般的に、加工物１４上で溶
接動作を実行するために、溶接ワイヤー送給装置１４から金属溶接電極を、ガス供給シス
テム１６からシールドガスを受け取る。動作中に、溶接電極３２が加工物に接近し、溶接
アーク３４が確立されるように、溶接トーチ１８を加工物２２付近に動かすことができる
。本技法は特定のタイプの電極ワイヤーで特に有用な場合があると更に考えられる。例え
ば、電極３４はＤＣＥＮ溶接極性とともに用いるのに適したメタルコアード溶接ワイヤー
とすることができる。そのような場合、電極は１つ又は複数の金属コアを包囲する金属か
らなるシースを含む。また、溶接電極は、アーク安定剤としての役割を果たすことができ
、さらに、少なくとも部分的に溶接部に組み込まれる場合がある溶融成分又は合金成分も
含むことができる。本技法によるＤＣＥＮパルス溶接の場合に有用な１つのメタルコアー
ド溶接ワイヤーは、Barhorst他による２０１３年１月１６日に出願の「Systems and Meth
ods for Welding Electrodes」と題する米国特許出願第１３／７４３１７８号に開示され
ており、その特許出願は、引用することにより本明細書の一部をなす。
【００１３】
　特定の実施形態では、溶接電力源１２、溶接ワイヤー送給装置１４及びガス供給システ
ム１６はそれぞれ制御回路３６によって制御され、命令されることができる。制御回路３
６は、本明細書中で開示されている技法を実行するためにメモリ４０に通信可能に結合し
てメモリに記憶される命令を実行することができる１つ又は複数のプロセッサ３８並びに
協働するデータ処理及び検知回路を含む。これらの命令は、メモリ４０及び／又は他の記
憶装置のような有形の非一時的コンピュータ可読媒体に記憶されるプログラム又はコード
に符号化することができる。パルス溶接技法は通常、特定のワイヤータイプ及びサイズに
合わせてプリプログラミングすることができ、インターフェース（個別には図示されない
）を介して、溶接作業者が所望の特定のプロセスを選択することができる。プロセッサ３
８は、汎用プロセッサ、システムオンチップ（ＳｏＣ）デバイス、特定用途向け集積回路
（ＡＳＩＣ）又は他のプロセッサ構成とすることができる。また、プロセッサ３８は、例
えば、Illinois Tool Works, Inc.社から市販されるＰｒｏ－Ｐｕｌｓｅ（商標）、Ａｃ
ｃｕ－Ｐｕｌｓｅ（商標）、Ａｃｃｕ－Ｃｕｒｖｅ（商標）及びＰｒｏｆｉｌｅ　Ｐｕｌ
ｓｅ（商標）のようなアプリケーションをサポートすることができるオペレーティングシ
ステムをサポートすることもできる。同様に、メモリ４０は、例えば、ランダムアクセス
メモリ（ＲＡＭ）、リードオンリーメモリ（ＲＯＭ）、フラッシュメモリ（例えば、ＮＡ
ＮＤ）等を含むことができる。更に理解されるように、一実施形態では、制御回路３６の
メモリ４０は、溶接出力電力、更に拡張して溶接アーク３４の１つ又は複数のパラメータ
ー特性を変更する命令を含むようにフラッシュアップデートすることができる（例えば、
有線及び／又は無線データ送信、プログラミング等による）。数多くの構成において、電
源用及びワイヤー送給装置用に、別々の処理及び制御回路が設けられる場合もあることに
留意されたい。電源は通常、所望の出力を生成するためにパワー電子デバイス（例えば、
ＳＣＲ、ＩＧＢＴ等）を制御するために用いられる制御信号の処理を実行する。現在検討
されている実施形態では、安定化段階を利用するＤＣＥＮパルス溶接プロセスを規定する
コードが、メモリ４０に記憶され、電源の処理回路によって実行される。
【００１４】
　上記で言及されたように、制御回路３６の構成要素は、溶接電力源１２、溶接ワイヤー
送給装置１４及びガス供給システム１６に通信可能に結合され（又はその中に内蔵され）
、既に言及されたように、上記の構成要素のそれぞれに関連付けられる１つ又は複数のパ
ラメーター（例えば、電圧及び電流出力、ワイヤー送給速度、自動化された応用形態の場
合の移動速度等）の制御を与える。
【００１５】
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　図２は、ＤＣＥＮ極性電気溶接アーク３４を用いる溶接プロセスの一実施形態を示す。
上記で言及されたように、溶接電極３２は、電圧を印加され、加工物付近に位置決めされ
ると、加工物２２の溶接を実行するために、電気溶接アーク３４を確立する。具体的には
、ＤＣＥＮ極性溶接アーク３４を用いるとき、特にワイヤー電極内で加熱が起こり、結果
として、ＤＣＥＰプロセスの場合より溶込みが浅くなる。そのようなプロセスでは、電極
は「マイナス」に指定され、一方、加工物はプラスである。矢印４２によって示される電
子流は、電極３２から加工物に、そして主に溶融溜まり４４に流れる。そのような技法は
多くの場合に、「正極性」と呼ばれる。一般的に、電極の先端と溶融溜まり４４との間で
アーク長４６が保持される。このアーク長は或る程度まで決定することができ、多くの点
において、電極に、更にそこを通ってアーク、溶融溜まり及び加工物に入力される電力に
よって制御することができる。数多くの従来技術の技法では、アーク長を厳密に制御する
ための努力がなされてきたが、本技法は、パルスピーク後の安定化段階を使用することに
よって、アーク長の厳密な制御より、アーク安定性を重視する傾向がある。
【００１６】
　さらに、従来のＧＭＡＷ－Ｐプロセスでは、電極からの金属の移行がスプレーモードに
なる傾向がある。これらの技法では、溶接電源は高いピーク電流を用いて溶接出力をパル
ス化し、そのピーク電流は、スプレー移行と、アークを保持する低いバックグラウンド電
流レベルとを生じるレベルであるが、金属移行が生じるには低すぎるレベルに設定される
。そのサイクルのバックグラウンド段階中の金属移行が生じるので、溶融溜まりはわずか
に凝固する場合がある。
【００１７】
　本技法は一般的にＧＭＡＷ－Ｐプロセスとして分類される場合があるが、幾つかの重要
な点で従来のプロセスとは異なる傾向がある。例えば、従来のＧＭＡＷ－Ｐプロセスは、
電流と時間との間の線形関係に基づいてピークからの電流レベルの下り勾配（例えば、Ａ
／ｍｓ）を制御する。また、従来のＧＭＡＷ－Ｐプロセスは、アーク長をより厳密に保持
するために制御ループ（電流及び／又は電圧に関する）を閉じ、本技法の場合より低い電
流レベルにおいて電圧段階に移行する傾向もある。さらに、そのような既存の技法は通常
、パルスピーク後のランプのバックグラウンド部分への復帰に関する電圧閉ループ制御の
ために比例／積分利得を用いる。これらの要因の結果、電圧及び電流は激しく下方に傾斜
し、その結果として頻繁に短絡が生じる可能性があり、後続のピーク前に取り除くことが
必要な場合がある。
【００１８】
　本技法は、特にＥＮ極性とともに用いられるとき、「より緩やかな」下方へのランプを
生じ、アーク安定性を重視し、短絡のリスクを回避又は低減する。さらに、図４に示され
るように、移行モードは、従来のＧＭＡＷ－Ｐプロセスより球状になる傾向がある。ピー
ク段階中に移行が生じるが、その後も電極から材料が溶融し続け、１つ又は複数の小球体
４８が電極付近に残るか、又は電極と溶融溜まりとの間に幾分垂下する傾向がある。アー
ク長４６が変化する場合、又は厳密に適切にするのは難しい場合があるが、それでも、通
常、短絡、特に「激しい短絡」は回避され、アークは、より安定している傾向がある。
【００１９】
　ここでもまた、電極プラス極性を有する波形を用いることができるが、電極マイナス極
性及びプロセスで溶接するときに特に有用であると考えられる。制御のために、電源制御
回路は、電圧閉ループ制御と電流閉ループ制御との間を周期的に移行することによって電
力出力を調整することができる。溶接電力出力が低い時間中（例えば、パルス状波形のバ
ックグラウンド段階中）、溶接アークは確立されたままであり、電極及び溶融溜まりの加
熱は継続することになるが、電極及び加工物にほとんどエネルギーは加えられない。この
バックグラウンド段階中に、電極及び溶接池は幾分冷却できるようになり、後に更に十分
に説明されるように、ピーク段階とバックグラウンド段階との間に安定化段階が実現され
る。再び、電極から移行する金属の大部分は、各パルスのピーク段階中に移行することに
なる。各ピーク段階に続くこの安定化段階は、溶融溜まり不安定及びスパッターを低減し
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、溶接部へのエネルギー入力を低減し（少なくとも部分的には「激しい短絡」を回避する
ことによって）、多孔率を低減し、加工物の溶け落ちを低減する。
【００２０】
　図４は、パルス式溶接の順次的な数サイクルにわたる例示的な電圧トレース５２及び電
流トレース５４に関して示される、例示的なＤＣＥＮパルス式溶接プロセス５０を示す。
各サイクル中において、電圧ランプ５６が電圧ピーク５８の立ち上がりエッジであり、そ
れに電流閉ループである安定化段階下方ランプ６０が続き、その後、電圧閉ループランプ
６２が続き、バックグラウンド電圧レベル６４に戻る。対応する段階は電流波形５４にお
いても見ることができる。すなわち、電流閉ループランプ６６が実現され、電圧閉ループ
制御ピーク６８まで立ち上がる。ピーク中に、コントローラーは、電圧を所望のレベルに
保持するために、電流を変更することができる。実際には、ピーク段階中に所望電圧コマ
ンドが発行されるが、実際の電圧は、アークの動態、時折生じる場合がある短絡等に基づ
いて変わり得る。その後、電流閉ループである、概ね放物線状の安定化段階ランプ７２が
電圧閉ループランプ７４への移行まで下方に電流を動かし、バックグラウンドレベル７８
に復帰する。その後、溶接動作を通して、同じサイクルが繰り返される。
【００２１】
　例として、一実施形態では、電流波形５４の立ち上がりエッジ部分６６は約６００Ａ／
ｍｓのランプ速度に制御することができる。ピーク電流値６８に達すると、制御回路は、
ピーク期間７０中、例えば約２００Ｖの所望の電圧ピークを保持することになる。その後
、電流閉ループ制御の概ね放物線状の安定化段階７２が、電流がプログラミングされた移
行点に達するまでの時間７６中に実現される。ここで、かつ本開示を通して、特定の電圧
、電流、ランプ速度等は通常、あらかじめプログラミングされ（「トレーニングされ」、
特定のワイヤー及びワイヤーサイズ等に対して最適化されることに留意されたい。さらに
、システムによっては、作業者又はプログラマによる或る程度のパラメーターの制御も提
供される場合がある。
【００２２】
　図５は、電流波形のピーク段階、安定化段階及び復帰段階をやや詳しく示す。図示され
るように、電流ピーク８０はバックグラウンドレベル７８において開始する。その後、移
行点８２において、例えば４５０Ａ／ｍｓ～６５０Ａ／ｍｓの速度で、例えば２１０Ａ～
４００Ａのピーク電流移行点８４まで線形ランプ６６が開始される。当然、これらの範囲
は例示にすぎず、通常、異なるワイヤーサイズ及びワイヤー送給速度の場合、異なること
になる。現在検討されている実施形態では、この時点における移行は実際には２つの考慮
すべき要件のうちの１つに基づいて生じる場合がある。すなわち、上記で言及されたよう
に、電流がプログラミングされたレベルに達する場合があるか、又は電流がそのレベルに
達する前に電圧がプログラミングされたピーク値に達し、結果として電流限界に達する前
に移行が生じる場合がある。その後、ピーク段階中に、電流が「漂遊し（ｆｌｏａｔ）」
、電圧を電圧閉ループのようにして所望のレベルに保持する。このピークの期間後に、移
行点８６によって示されるように、電流閉ループ制御を通しての電流の下り勾配を含む安
定化段階が開始する。
【００２３】
　安定化段階中の電流波形の概ね放物線状の形状は、電流のランプ下り勾配中に単位時間
の二乗あたりの電流（ｉ／ｔ２）の関係を実現することから生じる。電流が、例えば２５
Ａ～３２５Ａの移行点８８に達すると、制御が再び電圧閉ループ制御に移行し、電流波形
が、所望の電圧下り勾配をバックグラウンドレベルに保持しようと試みる制御から生じる
形状を示すことになる。しかしながら、安定化段階を出るための移行点は、異なるワイヤ
ーサイズ及び定格の場合に異なる場合があり、１つ又は複数の範囲内にプログラム可能と
することができることに留意されたい。例えば、０．０４５”ワイヤーの場合、出口点は
１００Ａ～３２５Ａにプログラミングされる場合があり、０．０４０”ワイヤーの場合、
出口点は５０Ａ～２７５Ａにプログラミングされる場合があり、０．０３５”ワイヤーの
場合、出口点は２５Ａ～２２５Ａにプログラミングされる場合がある。プログラミングさ
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れる値は、既存のパルス溶接方式の場合（そして、電流がバックグラウンドレベルへの復
帰中に電圧閉ループ制御下で調整し始める場合）のピーク下方ランプにおける電流制御－
電圧制御移行より概ね２５Ａ～５０Ａ高くなる傾向がある。さらに、現在検討されている
実施態様では、電圧閉ループ制御のこの「復帰」段階中に適用される利得は、現在検討さ
れている実施形態では、比例のみである（ただし、他の利得関係を用いることもできる）
。放物線状の安定化段階、早期の出口点、及びバックグラウンドレベルへの復帰に対して
比例のみの利得を使用することの組み合わせは、別々に、及び／又は合わせて、アーク安
定性（アーク長より優先する）のより良好な制御をもたらし、結果として、短絡の頻度が
小さくなり、「激しい短絡」を回避する傾向が生じると考えられる。
【００２４】
　本明細書において、本発明の或る特定の特徴だけが図示及び説明されてきたが、当業者
には多くの変更及び変形が思い浮かぶであろう。それゆえ、添付の特許請求の範囲は、本
発明の真の趣旨に入る全ての変更及び変形を包含することを意図していることを理解され
たい。
【符号の説明】
【００２５】
　１０　　溶接システム
　１２　　溶接電力源
　１４　　溶接ワイヤー送給装置
　１６　　ガス供給システム
　１８　　溶接トーチ
　２０　　電力ケーブル
　２２　　リードケーブル
　２４　　加工物
　２６　　クランプ
　２８　　溶接ケーブル
　３０　　電力源
　３２　　溶接電極
　３４　　電極
　３６　　制御回路
　３８　　プロセッサ
　４０　　メモリ
　４２　　矢印
　４６　　アーク長
　４８　　小球体
　５０　　パルス式溶接プロセス
　５２　　電圧トレース
　５４　　電流トレース
　５６　　電圧ランプ
　５８　　電圧ピーク
　６０　　安定化段階下方ランプ
　６２　　電圧閉ループランプ
　６４　　バックグラウンド電圧レベル
　６６　　電流閉ループランプ
　６８　　電圧閉ループ制御ピーク
　７０　　ピーク期間
　７２　　安定化段階ランプ
　７４　　電圧閉ループランプ
　７６　　時間
　７８　　バックグラウンドレベル
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　８０　　電流ピーク
　８２　　移行点
　８４　　ピーク電流移行点
　８６　　移行点
　８８　　移行点

【図１】 【図２】

【図３】
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